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要 旨 

本稿では、賃金変化に対する労働供給量変化の度合いを示す労働供給弾性値の概念整

理を行い、そのうえで 1990 年代以降の都道府県・年齢層・性別の集計データから、 
これまで推計例の少なかったわが国における異時点間の労働供給弾性値の 1 つである
フリッシュ（Frisch）弾性値を推計した。労働供給量は、人々の労働市場への参入・退
出を表す「就業の選択」（extensive margin）と、労働時間の変化を表す「労働時間の選
択」（intensive margin）という 2つの労働供給行動により変化しうる。分析の結果、賃金
が一時的に変化した際に「就業の選択」と「労働時間の選択」の 2つの労働供給行動が
どの程度変化するかを反映したフリッシュ弾性値は、男女計で 0.7～1.0 程度、男性で
0.2～0.7程度、女性で 1.3～1.5程度と推計された。また、「労働時間の選択」のみを反映
したフリッシュ弾性値の推計値は、男女計・男性・女性ともに 0.1～0.2程度となった。
これらの結果から、わが国の労働供給量の変化の多くは「就業の選択」を反映したもの

と解釈できる。次に、1990 年代以降のわが国におけるフリッシュ弾性値の変化を検証
した結果、集計データから見る限り、「就業の選択」と「労働時間の選択」を合わせた

フリッシュ弾性値が横ばいもしくは低下傾向にあることや、「労働時間の選択」のみの

フリッシュ弾性値は横ばいもしくは若干の上昇傾向にあること、「就業の選択」のみの

フリッシュ弾性値は低下傾向にあることがわかった。 
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1. はじめに 
 

本稿は、労働供給弾性値の概念整理を行い、異時点間の労働供給弾性値を 1990

年代以降のわが国データから推計する。 

労働供給弾性値とは、賃金が限界的に 1 パーセント変化したときに労働供給

量が何パーセント変化するかを表す値であり、静学モデルと動学モデルでは異

なる視点で分析されている。静学モデルの労働供給弾性値は、今期の賃金が変

化したときに、今期の余暇（労働供給）と消費の代替を通じて、人々がどれだ

け労働供給量を変化させるかを表す。動学モデルの労働供給弾性値は、今期の

賃金が変化したとき、今期における余暇と消費の代替だけではなく、翌期以降

の異なる時点の労働供給との代替も含めて人々がどれだけ労働供給量を変化さ

せるかを表す。後者の労働供給弾性値は、異時点間の労働供給弾性値と呼ばれ

ており、本稿ではこれを推計する。 

異時点間の労働供給弾性値に関する分析は、代表的個人が異時点間の効用最

大化問題を解く標準的な動学モデルに基づく。本稿では、標準的な動学モデル

のうち、ライフサイクル・モデルを用いた異時点間の労働供給弾性値を推計す

る。このライフサイクル・モデルによる異時点間の労働供給に関する分析は、

Friedman［1957］の恒常所得仮説（permanent-income hypothesis）に端を発する1。

ライフサイクル・モデルでは、景気循環のもとで生じる労働供給量（労働時間

や労働者数）の変動は、ショックによって一時的に変化する賃金に対して、人々

が弾力的に労働供給量を変化させるため生じるとされる（Friedman［1976］2）。

この一時的な賃金変化（すなわち、恒常＜期待＞賃金と実際の賃金の乖離）に

応じて、人々がどの程度の労働供給量を変化させるかを表すのが、フリッシュ

（Frisch）弾性値と呼ばれる異時点間の労働供給弾性値である。 

フリッシュ弾性値は、Prescott［1986］が指摘するように、経済学における最

も重要な構造パラメータの 1 つである。例えば、マクロ経済学で用いられる動

学的一般均衡モデルにおいて、フリッシュ弾性値は、労働時間や消費などの内

                                                 
1 Friedman［1957］は、所得の一時的な変化が起こっても消費者は貯蓄や借入を行うことに
よって異時点間の消費をなるべく均等化しようと行動するため、消費は主として恒常所得
に依存するはずであると主張した。 
2 具体的には、Friedman［1976］の p.207において、“The temporary higher wage rate would seem 
more likely to bring forth an increased quantity of labor from a fixed population than a permanently 
higher one, since there would be strong temptation to take advantage of the opportunity while it lasts 
and to buy the leisure later.” と述べられている。 
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生変数のショックへの反応や予測結果に影響する。特に、最近のニュー・ケイ

ンジアン・モデルにおいては、フリッシュ弾性値が、定常均衡からの調整過程

におけるインフレ率と産出量ギャップの関係を捉えた、ニュー・ケインジアン・

フィリップス曲線の傾きを規定するパラメータの 1 つになることが多い。この

ため、フリッシュ弾性値の大きさは、ニュー・ケインジアン・フィリップス曲

線の傾きを変え、モデルのショックへの反応や予測結果に大きな影響を与えう

る。 

こうしたことを背景に、欧米の先行研究ではフリッシュ弾性値の推計例が数

多く蓄積されてきている。しかし、この分野の研究にはさまざまな未解決の問

題が残されている。例えば、これまでのマイクロ・データを用いた実証研究で

は 0 に近い小さいフリッシュ弾性値が推計されることが多いものの、動学的一

般均衡モデルでシミュレーションを行う際には、1程度あるいは 1以上の大きめ

のフリッシュ弾性値を想定することが一般的である3。これは、実証研究で示さ

れたフリッシュ弾性値を理論モデルに当てはめてシミュレーションを行うと、

導出される結果が実体経済の変動をうまく記述できないという問題が生じるた

めである4。 

わが国の先行研究をみると、動学的一般均衡モデルを用いた分析の蓄積は進

んでいるものの、フリッシュ弾性値に関する実証研究は極めて乏しい。このた

め、わが国の労働市場については、そもそも欧米のような理論と実証の非整合

性が生じるかという点についても解明されていない。そこで本稿では、マクロ

経済学の分析で利用頻度が高いフリッシュ弾性値をわが国のデータを用いて推

計する5。 

                                                 
3 例えば、King and Rebelo［1999］を参照。なお、リアル・ビジネス・サイクルの先行研究
では、労働の不可分性（indivisible labor）という概念を用いて、無限大のフリッシュ弾性値
を導出し、シミュレーションに利用している文献も多い。労働の不可分性に関しては、
Hansen［1985］、Rogerson［1988］、Browning, Hansen, and Heckman［1999］を参照されたい。 
4 この点に関連して、Gomme, Rogerson, Rupert, and Wright［2005］は、標準的なライフサイ
クル・モデルを用いてシミュレーションを行うと、異時点間の労働供給弾性値をかなり大
きくしない限り、モデルでは観察される経済変数の変動を整合的に説明できないことを示
している。 
5 公共政策の分野でも、労働供給弾性値の大きさは、政策変更の評価や効果の予測を左右す
る。例えば、税率の変更に伴って労働供給行動は変化するため、税収や経済厚生に関する
政策評価を行う際には、労働供給弾性値の大きさが鍵となる。また、公的年金についての
制度変更や制度設計を考える際にも、労働供給弾性値の大きさによって、年金拠出額や給
付額等の試算が変わる。ただし、これらの税制変更等に伴う労働供給の変化は、ライフサ
イクル・モデルに基づく一時的な賃金変化に伴う労働供給変化とは異なる概念となるため、
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わが国のデータを用いたフリッシュ弾性値の分析は、動学的一般均衡モデル

の分析者だけでなく、政策当局者にとっても有益である。例えば、1990 年代以

降、わが国ではパートタイム労働者をはじめとする非正規労働者が急増したが、

日本銀行［2005］や桜・佐々木・肥後［2005］では、1つの仮説として、これが、

女性や若年層の就業に関する嗜好の変化を反映し、労働供給弾性値が上昇した

ため生じた可能性があり、この影響により物価変動が小さくなってきていると

考えることもできるとしている。したがって、労働供給弾性値が変化したか否

かを定量的に検証することができれば、わが国の物価や経済動向の予測にも役

立つ。また、今後さらなる少子高齢化が予想されるわが国では、女性や若年層、

高齢層の労働供給の動向がマクロ経済に多大な影響を与えると考えられるため、

労働供給弾性値を把握することは極めて重要といえる。 

以上のことを踏まえ、本稿では以下の手順に沿って、わが国のデータを用い

たフリッシュ弾性値を推計するとともに、その水準や 1990年代における変化に

ついて検証する。まず、2節では、労働供給弾性値の概念整理を行う。Blundell and 

MaCurdy［1999］が指摘するように、労働供給弾性値を推計した先行研究は、理

論・推計モデルやデータなどがまちまちであり、各研究が導出した労働供給弾

性値の解釈は読者に委ねられていることが多い。そこで本稿では、先行研究を

概観し、わが国のデータを用いた推計を行う前に、フリッシュ弾性値を中心に、

いくつかの労働供給弾性値の概念を説明する。 

次に、3節ではフリッシュ弾性値に関する先行研究を概観し、4節においてフ

リッシュ弾性値およびその他の労働供給弾性値の推計を行う。4 節の推計では、

労働時間や賃金などの変数を都道府県・年齢層・性別に集計されたデータを用

いる。集計データを用いることで、賃金が一時的に変化した際に、①労働を供

給する人数がどの程度変化するか（以下「就業の選択」＜extensive margin＞）と、

②既に就業している労働者が労働時間をどの程度変化させるか（以下「労働時

間の選択」＜intensive margin＞）という 2種類の労働供給行動を合わせたものを

捉えることができる。 

本稿における 1990年代以降のわが国の都道府県・年齢層・性別の集計データ

を用いたフリッシュ弾性値の推計結果は以下のとおりである。 

①「就業の選択」と「労働時間の選択」を合わせたフリッシュ弾性値は、男

女計で 0.7～1.0程度である。 

                                                                                                                                               
本稿の分析射程からは外れる。 
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② ただし、「就業の選択」と「労働時間の選択」を合わせたフリッシュ弾性値

を男女別にみると、男性は 0.2～0.7程度であるのに対して、女性は 1.3～1.5

程度であり、男性の方が女性よりもかなり小さい。 

③ 「労働時間の選択」のみを反映したフリッシュ弾性値は、男女計・男性・

女性ともに 0.1～0.2程度と小さい。この結果は、わが国の労働供給量の変化

の多くは、労働市場への参入・退出の変化を示す「就業の選択」を反映した

ものと解釈できる。 

④ 「就業の選択」と「労働時間の選択」を合わせたフリッシュ弾性値は、1997

年以降、横ばいもしくは低下傾向にある。 

⑤ 「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値は、1997年以降、横ばいもし

くは若干上昇傾向にあり、特に、女性では顕著な上昇がみられる。 

⑥ 「就業の選択」のみのフリッシュ弾性値は、1990年以降、低下傾向にある。 

 

 
2. 労働供給弾性値の概念整理 
 

本節では、Browning, Hansen, and Heckman［1999］、Blundell and MaCurdy［1999］、

MaCurdy［1981］などに基づいて、フリッシュ弾性値と、その他の労働供給弾性

値（エムサプライ＜m-supply＞弾性値、マーシャリアン＜Marshallian＞弾性値、

ヒクシアン＜Hicksian＞弾性値）の概念整理を行う。フリッシュ弾性値以外の 3

つの労働供給弾性値は、いずれも同時点間の弾性値であるが、フリッシュ弾性

値との大小関係が理論的に明らかなため、フリッシュ弾性値の大きさを把握す

るうえで有益な情報となる。 

 

(1) 労働供給弾性値の種類 
 

代表的個人が (1) 式の効用関数 Uを (2) 式の予算制約のもとで最大化する問題

を考える。 

 

 ∑=
t

ttt
t xhcUU ),,(β  (1) 

 ttttttttt ycphwaraa +−+=−+1  (2) 

 



 5

ここで、βは割引率、ctは t 期の消費、htは労働時間、xtは効用に影響を与える

シフト変数、atは資産、rtは利子率、wtは賃金、ptは物価、ytは非勤労所得であ

る。簡単化のために、効用関数は時間 tにおいて分離可能であり、不確実性は存

在しないと仮定する。 

この異時点間の効用最大化問題の一階の条件は、内点解を仮定すると、以下

の (3)～(5) 式のように表せる。 

 

 tttttc pxhcU λ=),,(  (3) 

 ttttth wxhcU λ−=),,(  (4) 

 1)1( ++= ttt r λβλ  (5) 

 

ただし、ここでλtは資産の限界効用（marginal utility of wealth）である。さらに、

これらの一階の条件を消費 ct、労働時間 ht、資産の限界効用λtについて整理す

ると、以下の (6)～(8) 式のように、消費に関するオイラー方程式、労働時間に関

するオイラー方程式（労働供給関数）、資産の限界効用のオイラー方程式（動学

方程式）が得られる。 

 

 ),,,( ttttt xwpcc λ=  (6) 

 ),,,( ttttt xwphh λ=  (7) 

 ttt κλλ += +1  (8) 

 

ただし、各変数は対数表示であり、 ))1(ln( tt r+= βκ である。 

以下では、これらの式を用いて、代表的な労働供給弾性値であるフリッシュ

弾性値、エムサプライ弾性値、マーシャリアン弾性値、ヒクシアン弾性値の 4

つについて説明する。 

 

イ．フリッシュ弾性値 
 

労働供給弾性値のなかで、動学的一般均衡モデルと最も整合的と考えられる

ものがフリッシュ弾性値であり、Browning, Hansen, Heckman［1999］や Kimball and 

Shapiro［2003］などでも指摘されているように、フリッシュ弾性値は多くのマ

クロ・モデルで用いられている。具体的には、フリッシュ弾性値は (7) 式を用い



 6

て次のように定義される。 

 
 

t

tttt
w

t

t
f w

xwphh
w
h

∂
∂==

∂
∂= ),,,( λη

λ

  

 
この弾性値は、今期の資産の限界効用λtを一定とした場合に、今期の限界的

な賃金変化が労働時間をどの程度変化させるかを示す。将来の賃金や資産など

の変数は、今期の資産の限界効用を通じてのみ、今期の労働時間や消費に影響

を与えると考えられる。このため、今期の資産の限界効用を一定とすることで、

フリッシュ弾性値は、労働供給の異時点間の代替効果（今期の賃金変化が異時

点間の労働供給の配分を変える効果）を含めた労働供給弾性値を表す。さらに、

(8) 式からわかるように、資産の限界効用は賃金の変化による影響を受けないの

で、フリッシュ弾性値は、動学的一般均衡モデルなどのマクロ・モデルで賃金

変化が労働供給に与える影響を測るうえで最も有用な概念と考えられる。 

 

ロ．エムサプライ弾性値 

 

今期の資産の限界効用の代わりに、今期の消費を一定にした労働供給弾性値

を Browning［1999］や Browning, Hansen, Heckman［1999］にならってエムサプ

ライ弾性値6と呼ぶ。このエムサプライ弾性値は以下のように導出できる。 

まず、 (6) 式の消費に関するオイラー方程式を資産の限界効用について

),,,(1
ttttt cxwpc−=λ と解き、これを (7) 式に代入し、以下の (9) 式を得る。 

 

 ),,,( ttttt xwphh λ= ),,,( tttt
c cxwph=  (9) 

 

この (9) 式を用いて、次のように定義したものがエムサプライ弾性値である。 

 

 
t

tttt
c

c
w

ct

t
c w

cxwphh
w
h

∂
∂==

∂
∂= ),,,(η   

                                                 
6 エムサプライ弾性値のエムとは、この弾性値が限界代替率（marginal rate of substitution＜本
稿では (3) 式を (4) 式で除したもの＞）を算出することによってλを消し、それを労働時間
htについて整理することで導出されることに由来する。 
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この弾性値は、今期の消費 ctを一定とした場合に、今期の限界的な賃金変化が

労働時間をどの程度変化させるかを示す。 

エムサプライ弾性値とフリッシュ弾性値は次のような関係をもつ7。 

 

 ),,,(),,,(),,,(),,,( ttttwtttt
c
ctttt

c
wttttw xwpccxwphcxwphxwph λλ +=  (10) 

 

ただし、 c
wh と wc は (9) 式と (6) 式をそれぞれ賃金で微分したものである。つまり、

フリッシュ弾性値は、①今期の消費を一定にしたうえで、今期の賃金変化が今

期の労働時間に与える影響、すなわちエムサプライ弾性値（右辺第 1 項）と、

②今期の賃金変化が異時点間の消費変化を通じて今期の労働時間を変化させる

効果（右辺第 2 項）に分解できる。このことから、エムサプライ弾性値は、動

学的な労働供給の変化である②を所与としたうえで、静学的な今期の労働供給

の変化を捉えたものと解釈できる。 

なお、(10) 式をみてわかるように、エムサプライ弾性値は、観察不可能な変数

である資産の限界効用の影響を受けないため、フリッシュ弾性値よりも推計が

容易であるというメリットがある8。 

いま、消費と余暇が代替関係にあり、両者とも正常財であれば、 0≤c
ch および

0>wc となり、右辺第 2 項はマイナスとなるため、エムサプライ弾性値 cη とフ
リッシュ弾性値 fη の大小関係は cf ηη ≤ となる。このとき、エムサプライ弾性値

はフリッシュ弾性値の上限を与える（ 0>c
ch および 0>wc となる場合には、右辺

第 2項がプラスとなり、エムサプライ弾性値はフリッシュ弾性値の下限となる）。

また、効用関数が消費と労働時間について分離可能な場合には、右辺第 2 項は

ゼロとなり、エムサプライ弾性値はフリッシュ弾性値と一致する。 

  

ハ．マーシャリアン弾性値 
 

資産の限界効用や消費ではなく、今期の純支出を一定にした労働供給弾性値

はマーシャリアン弾性値と呼ばれ、静学モデルを念頭においた分析で用いられ

                                                 
7 Browning, Hansen, Heckman［1999］参照。 
8 後で詳しく述べるように、エムサプライ弾性値を推計する際には、資産の限界効用につい
ての動学方程式 (8) 式を用いる必要がないため、流動性制約が存在するなどして (8) 式が成
立していない場合でも、正しく弾性値を測れるというメリットもある。 
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ることが多い。マーシャリアン弾性値は以下のように導出できる。 

まず、純支出（マイナスの貯蓄）etを非対数表示で次のように定義する。 

 

 ),,,(),,,(),,,( ttttttttttttttt xwpexwphwxwpcpe λλλ =−=  (11) 

 

次に、この式を資産の限界効用について ),,,(1
ttttt exwpe−=λ と解き、(7) 式に代入

すると、以下の (12) 式が得られる。 

 

 ),,,( ttttt xwphh λ= ),,,( tttt
e exwph=  (12) 

 

この (12) 式を用いて、次のように定義したものがマーシャリアン弾性値である。 

 
 

t

tttt
e

e
w

et

t
e w

exwphh
w
h

∂
∂==

∂
∂= ),,,(η   

 
この弾性値は、今期の純支出 etを一定とした場合に、今期の限界的な賃金変化

が労働時間をどの程度変化させるかを示すものである。 

マーシャリアン弾性値とフリッシュ弾性値は次のような関係をもつ9。 

 

 ),,,(),,,(),,,(),,,( ttttwtttt
e
etttt

e
wttttw xwpeexwphexwphxwph λλ +=   

 

ただし、 e
wh と we は (12) 式と (11) 式をそれぞれ賃金で微分したものである。つま

り、フリッシュ弾性値は、①今期の純支出を一定にしたうえで、今期の賃金変

化が今期の労働時間に与える影響、すなわちマーシャリアン弾性値（右辺第 1

項）と、②今期の賃金変化が異時点間の純支出変化を通じて今期の労働時間を

変化させる効果（右辺第 2 項）に分解できる。このことから、マーシャリアン

弾性値は、エムサプライ弾性値と同様に、動学的な労働供給の変化である②を

所与としたうえで、静学的な今期の労働供給の変化を捉えたものと解釈できる。 

ここで、余暇が正常財であれば 0≤e
eh となる。また、賃金の上昇によって貯蓄

が増加する傾向にあれば 0≤we となる。このとき、右辺第 2項はプラスとなり、

                                                 
9 Browning, Hansen, Heckman［1999］参照。 
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マーシャリアン弾性値 eη とフリッシュ弾性値 fη の大小関係は fe ηη ≤ で表され

る。 

なお、静学モデルを念頭においた分析では、(12) 式で純支出 etの代わりに、

非勤労所得 ytと資産 atが変数として用いられることが多い。この点については、

(2) 式の予算制約式を用いて非対数表示の純支出を 

 

 ttttttttt yaarhwcpe +Δ−=−= +1   

 

と表すと、非勤労所得 ytと資産 atを一定とする静学モデルから得られる非補償

弾性値は、純支出 etを一定とするマーシャリアン弾性値の考え方に近いことが

わかる。しかし、Blundell and MaCurdy［1999］が指摘しているように、非勤労

所得 ytや資産 atを一定とする静学モデルから得られる非補償弾性値は、異時点

間の純支出の配分を調整する )( 11 ttt aaa −=Δ ++ を含んでいないため、ここで説明す

るマーシャリアン弾性値とは以下のような意味で異なる。すなわち、上述した

ように、異時点間の効用最大化問題が、代表的個人が異時点間の純支出の配分

を決める第 1段階と、そのうえで当期の消費と労働時間の配分を決める第 2段階

からなるとする。このとき、マーシャリアン弾性値は、非勤労所得 ytや資産 at

に加えて異時点間の純支出の配分を調整する 1+Δ ta を考慮することで第 1 段階の

最適化を所与とし、第 2 段階の最適化のみを取り出したものと解釈できる。こ

れに対して、多くの静学モデルでは 1+Δ ta を考慮していないため、第 1 段階の最

適化を所与とするものではない。このため、非勤労所得 ytと資産 atを一定とす

る静学モデルから得られる弾性値は、本稿で定義したマーシャリアン弾性値と

は異なる。 

 

ニ．ヒクシアン弾性値 
 

最後に、静学モデルにおいて、効用を一定にした労働供給弾性値として、ヒ

クシアン弾性値を定義する。具体的には、ヒクシアン弾性値は、上のマーシャ

リアン弾性値から所得効果を控除したものに対応し、スルツキー方程式を用い

て、次のように表せる。 

 

 θη ),,,( tttt
e
e

e
wh exwphh −=  (13) 
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ただし、 ttt ehw /=θ （非対数表示）である。よく知られているように、余暇が正

常財であれば、このヒクシアン弾性値はマーシャリアン弾性値よりも大きい。

一方、ヒクシアン弾性値はフリッシュ弾性値よりは小さいことがわかっており、

ヒクシアン弾性値はフリッシュ弾性値の下限となりうる10。 

 

ホ．まとめ 

 

以上の 4 種類の労働供給弾性値について整理すると次のようになる。フリッ

シュ、エムサプライ、マーシャリアン、ヒクシアンの各弾性値はそれぞれ、資

産の限界効用、消費、純支出、効用を一定にしたうえで、今期の賃金が限界的

に 1 パーセント変化したときに労働供給（労働時間）がどの程度変化するかを

表す。このうち、労働供給の異時点間代替効果を含むのはフリッシュ弾性値だ

けであり、動学的一般均衡モデルなどのマクロ・モデルで用いるにはフリッシュ

弾性値が適している。ただし、各弾性値には、消費と余暇の代替・補完関係や

財が正常財か否かといった一定の理論的な想定を置けば、例えばエムサプライ、

フリッシュ、ヒクシアン、マーシャリアンの順で小さくなるといった大小関係

が存在するため、エムサプライ弾性値やヒクシアン弾性値を推計することに

よってフリッシュ弾性値の上限、下限を推測することができる。 

 

(2) 労働供給弾性値を推計するうえでの留意点 
 

上述の 4 種類の労働供給弾性値を導出するに当たっては、簡単化のためにい

くつかの仮定を置いており、それらの仮定を外した場合には、労働供給弾性値

を正しく定義できないことや、推計値にバイアスが生じることがある。そこで、

以下では、労働供給弾性値を推計するうえでの留意点を整理する。 

 
イ．流動性制約 

 

ライフサイクル・モデルに基づくフリッシュ弾性値は、流動性制約が存在し

ないことを暗黙裡に仮定していた。しかし、流動性制約が存在する場合、(1) 式

                                                 
10 MaCurdy［1981］参照。 
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の異時点間の効用を最大化する際に、代表的個人は (2) 式の予算制約とともに、

各期において資産がプラス（ tat ∀> ,0 ）という別の制約も受ける。その結果、

１階の条件である (8) 式の資産の限界効用のオイラー方程式には、借入の限界効

用φ（marginal utility of borrowing）が入る。 

一般に、フリッシュ弾性値の推計では、資産の限界効用を観察しにくいため、

(7) 式とともに (8) 式を用いる。しかし、(8) 式に借入の限界効用φが含まれるこ

とを考慮せずにフリッシュ弾性値を推計すると、一致性が得られなくなる

（Domeij and Floden［2002］）。そこで、流動性制約が存在する場合には、(8) 式

を用いずに労働供給弾性値を推計できるエムサプライ弾性値やヒクシアン弾性

値から、フリッシュ弾性値の上限と下限を把握するなどの工夫が必要となる。 

本稿では流動性制約が存在しないことを仮定し、(8) 式を用いたフリッシュ弾

性値の推計を行うものの、フリッシュ弾性値とともに、エムサプライ弾性値や

ヒクシアン弾性値も推計することで、推計結果を解釈する際に流動性制約が存

在する可能性についても考察する。 

 

ロ．端点解の可能性 

 
これまでの議論では、代表的個人を想定し、労働供給に関して内点解（ht  > 0）

が選択されるとの仮定を置いていた。しかし、本来、労働供給弾性値を推計す

る際には、労働供給に関する端点解（ht = 0）が選択される可能性も考慮すべき

である。 

ライフサイクル・モデルに沿って説明すると、端点解は (4) 式において、 

 

 ttttth wxhcU λ−<= ),0,(  ⇔ ttttth wxhcU >=− λ/),0,(   

 

となる場合、すなわち、ht = 0のときの労働の限界不効用（留保賃金）が賃金を

上回るときに選択される。 

労働供給弾性値をマイクロ・データから推計する際には、代表的個人ではな

く、多様性のある個々人をサンプルとするため、(4) 式において端点解が選択さ

れることが少なくない。この場合、労働供給弾性値は、①賃金が 1 パーセント

変化したときに、内点解を選択する人の労働時間がどの程度変化するかという

「労働時間の選択」に加えて、②どの程度の人が端点解を選ぶようになるか（逆
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に内点解を選ぶようになるか）という「就業の選択」も反映することになる。

次節でも触れるように、欧米の先行研究のなかには、労働供給変化の多くが「労

働時間の選択」ではなく「就業の選択」に依存しているとするものもあり

（Heckman［1978, 1993］や Blundell and MaCurdy［1999］など）、労働供給弾性

値にいずれを含むかによって、その水準が大きく変わりうる。 

労働供給弾性値に「労働時間の選択」と「就業の選択」のいずれを含むかは、

推計データにも密接に関連する。例えば、欧米の先行研究のように、主に男性

の壮年層をサンプルとしたマイクロ・データを用いる場合には、内点解を仮定

したライフサイクル・モデルに基づいて、「労働時間の選択」のみを含んだフリッ

シュ弾性値を推計することが多い。これは、男性の壮年層では端点解が選ばれ

る可能性が低いと考えられるからである。 

一方、わが国で労働供給弾性値を推計している先行研究に多くみられるよう

に、高齢者や既婚女性をサンプルとしたマイクロ・データを用いる場合には、

静学モデルに基づいて、「就業の選択」のみを含んだ労働供給弾性値を推計する

ことが多い。これは、既婚女性や高齢者の参入・退出行動に焦点を当てるため

である。 

ある程度集計されたデータを用いる場合には、「労働時間の選択」と「就業の

選択」の両方を含めた労働供給弾性値が推計できる。この場合、個々人の「労

働時間の選択」と「就業の選択」が集計される結果、データには労働供給の平

均的な変化が反映されると解釈し、内点解を仮定したライフサイクル・モデル

に基づいて労働供給弾性値を推計することになる。 

本稿では、4節において、労働時間 htの変数をマンアワーで定義するなどして、

「労働時間の選択」と「就業の選択」の両方を含めた労働供給弾性値の推計を

試みるほか、労働時間 htを労働者 1人当たりの労働時間で定義することで、「労

働時間の選択」のみの労働供給弾性値についても推計する。 

 

ハ．効用関数の分離可能性 
 

(1) 式の効用関数では、消費と労働時間の分離可能性についての仮定は置いて

いない。それは、エムサプライ弾性値の説明で述べたように、分離可能性の有

無によって労働供給弾性値の大きさが異なる可能性があるからである。 

効用関数の消費と労働時間の分離可能性の有無については、推計の際にいず
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れかの仮定が置かれることが多い。しかし、Ham and Reilly［2002］で主張され

ているように、労働供給弾性値の推計の際には、分離可能性を事前に仮定する

のではなく、分離可能性の検定を行ったうえで、いずれかの仮定を置くなどの

手順を踏むことが望ましい。 

そこで、本稿では、Ham and Reilly［2002］に従って、効用関数の消費と労働

時間の分離可能性は仮定せず労働供給関数を推計したうえで、価格 ptの有意性

をもとに、分離可能性の有無について把握する11。 

 

ニ．失業の扱い 
 

ライフサイクル・モデルでは、価格や賃金はすべて伸縮的であることが仮定

されているため、失業は自発的で、余暇の増加（労働供給の減少）とみなす（例

えば Lucas and Rapping［1969］など）。 

しかし、現実のデータを用いて労働供給弾性値を推計する際には、賃金の硬

直性などの要因によって、非自発的失業が発生している可能性についても考慮

すべきである。特に、わが国のデータを用いて 1990年代以降の労働供給弾性値

を推計する際には、黒田・山本［2005］で指摘したように、名目賃金の下方硬

直性が 1990年代後半に非自発的失業を増やした可能性があるため、非自発的失

業は余暇ではなく、潜在的な労働供給として捉えるなどの調整を考える必要が

ある。この点に関連して、Ham［1986］では、個々人が失業していた期間を職

探しの時間とみなし、それを年間労働時間に含めて労働供給弾性値を推計する

と、先行研究で示されたものよりも小さい値が得られることを示している。本

稿では、こうした点を考慮する簡便法として、労働供給関数を推計する際に、

失業率をコントロール変数として用いることにする。 

 

ホ．他の理論モデルが妥当する可能性 
 
ライフサイクル・モデルに基づいてフリッシュ弾性値を推計した先行研究を

みると、弾性値が小さすぎたり、理論と整合的な結果が得られなかったりする

                                                 
11 (7) 式の労働供給関数において、効用関数が消費と労働時間に関して分離可能であれば価
格 p tは含まれないものの、分離不可能であれば価格 ptは含まれる。このため、労働供給関
数の推計式に価格 ptを含め、そのパラメータが有意にゼロと異なるか否かという検定を行
えば、分離可能性の有無を判断できる。 
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など、実証的なパフォーマンスが低いものが少なくない（MaCurdy［1981］、Altonji
［1986］、French［2004］など）。こうしたことから、ライフサイクル・モデルに
代わるモデルとして、暗黙の契約理論（implicit contract theory）、不均衡モデル
（disequilibrium model）、労働時間制約モデル（hours constraint model）、現在の労
働が人的資本の蓄積を通じて将来の賃金水準に影響を及ぼすことを考慮した構

造動学モデル（structural dynamic model）などが主張されている（詳しくは Ham and 
Reilly［2002］や Blundell and MaCurdy［1999］を参照）。ライフサイクル・モデ
ルが成立していない可能性を考慮し、他の理論モデルに基づいた労働供給弾性

値の推計を試みることは重要と考えられるが、わが国ではフリッシュ弾性値の

計測例がほとんどないため、本稿ではライフサイクル・モデルに基づいた推計

を行い、他の理論モデルに基づく推計については今後の課題としたい。 
 
 

3. 先行研究 
 

(1) 集計データを用いた分析 
 

冒頭で紹介した恒常所得仮説に基づいた労働供給分析では、景気循環に伴う

労働者数や労働時間の変化の説明が主な関心であった（Card［1994］）。景気循

環に伴う実質賃金の変動が非常に小さいことと、労働者数や労働時間の変動が

大きいことをライフサイクル・モデルの枠組みで整合的に説明するためには、

フリッシュ弾性値はかなり大きい値をとる必要がある。こうしたことから、1970

年代以降、フリッシュ弾性値の大きさを計測する分析が蓄積された（集計デー

タを用いた主な先行研究の概要については表 1(1)を参照）。 

ライフサイクル･モデルに基づいたフリッシュ弾性値の計測の嚆矢となった

のは、Lucas and Rapping［1969］である。ルーカスらは、集計データを利用して、

以下のような労働供給関数を推計した。 

 

 )/ln())/ln(ln()ln()ln()/ln( 4
*

3
*

210 ttttttttt MabPPrbwbwbbMN −−+−+=   

 

ただし、 tN は t 期のマンアワー（労働者数×１人当たり労働時間）、 tM は人口

の増加や性・年齢構成比の変化をコントロールする変数、 tw 、 tr 、 tP、 ta はそ

れぞれ実質賃金（フルタイム労働者の年間収入を時給換算したもの）、名目金利、
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物価、実質資産を表し、 *
tw および *

tP は期待賃金と期待物価を表す。 

ここで、賃金の項を書き直すと、 )ln()()/ln( *
21

*
1 ttt wbbwwb −+ と表現できる。

ルーカスらは、第 1項で期待賃金よりも実際の賃金が高ければ、人々は t期に労

働供給を増やし、逆に期待賃金よりも実際の賃金が低かった場合には、余暇を

楽しむ（失業する）と述べた。ここで、第 1 項のパラメータ 1b は、短期的な労

働供給弾性値、つまりフリッシュ弾性値に相当する。一方で、第 2 項にある期

待賃金（恒常賃金）のパラメータ 2b は長期の労働供給弾性値に相当する。ルー

カスらは、期待賃金（恒常賃金）について適合的期待を仮定して上述の労働供

給関数を推計して、フリッシュ弾性値として 1.40という比較的大きな値を報告

した。 

ルーカスらの推計の追試を行い、その含意に異を唱えたのが、Altonji［1982］

である。アルトンジは、期待賃金をルーカスらが推計した適合的期待ではなく、

合理的期待にして推計すると、フリッシュ弾性値はマイナスとなり、統計的に

も有意ではなくなると指摘した。また、関数型をルーカスとは異なり、消費で

説明するタイプのもの（2 節 (1)で説明した、消費と余暇の分離可能性を仮定し

たエムサプライ弾性値）で測った場合でも、フリッシュ弾性値はマイナスとな

り、統計的にも有意ではない結果が得られたことも示した。 

Mankiw, Rotemberg, and Summers［1985］も、ルーカスと類似のモデルを用い

て、週間労働時間を時間当たり賃金で回帰する労働供給関数を推計した。マン

キューらの分析の特徴は、ルーカスやアルトンジらが仮定している、効用関数

の消費と余暇の分離可能性を前提とせず、消費と余暇の分離不可能性も考慮し

て推計したところにある。そして、推計の結果、分離可能性の是非にかかわら

ず、フリッシュ弾性値が統計的に有意ではないマイナスの値となったことから、

マンキューらは、第二次世界大戦以降の米国における消費や労働供給は、新古

典派が主張する人々の動学的な最適化の結果とはいえないと指摘した。 

しかし、マンキューらが対象にした労働供給は、週間労働時間であり、「就業

の選択」の部分が考慮されていない。これに対して、ルーカスらの分析では、

マンアワーで測った労働時間が左辺となっていることから、「就業の選択」と「労

働時間の選択」の両方が含まれていた。こうした先行研究の労働供給に関する

定義の違いに着目したのが Algoskoufis［1987］である。同論文は、消費と余暇、

および、異時点間の分離可能性を仮定したルーカスらのモデルとほぼ同じ関数

型を用いて、労働供給について、①人口に占める労働者数、②有業率、③1人当
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たり労働時間の 3タイプを、さらに賃金についても、1人当たり年間収入、1人

当たり週給、1人当たり時給の 3タイプを定義して、それぞれのタイプを用いた

推計を行った。その結果、フリッシュ弾性値は、①と②を被説明変数にとった

場合にはルーカスらの結果に近い推計値が得られたのに対し、マンキューらが

行ったように③を被説明変数にした場合には統計的に有意ではない推計値が得

られたことを示した。 

 

(2) マイクロ・データを用いた分析 
 

1980 年代以降は、マイクロ・データを利用したフリッシュ弾性値の計測も蓄

積された。マイクロ・データを利用した分析の特徴は、分析の対象が壮年層の

既婚男性や既婚女性といったある特定の属性に限られている点であり、特に男

性については労働者 1 人当たりでみた「労働時間の選択」に焦点が当てられて

いる。 

これらの先行研究のうち、主要な推計結果の概要を表 1 (2) にまとめた。表 1 (2) 

をみると、壮年層の既婚男性のフリッシュ弾性値は、MaCurdy［1981］、Browning, 

Deaton, and Irish［1985］、Altonji［1986］、Ham［1986］が推計したとおり、集計

データを利用したものに比べて極めて小さい推計値が得られている。こうした

先行研究の結果を受けて、Pencavel［1986］や Card［1994］は、壮年男性のフリッ

シュ弾性値は極めて小さく、最大でも 0.2程度であろうと結論付けている。 

しかし、Heckman［1993］は、労働供給の変動を大きく規定するのは、労働者

が労働市場に参入・退出する行動であり、したがって「就業の選択」を加味し

た場合には、これらの先行研究が推計した「労働時間の選択」のフリッシュ弾

性値よりも大きくなりうると指摘した。こうした指摘を受けて、CPS（Current 

Population Survey）を利用して世代別に労働者と非就業者のサンプルの 1人当た

り労働時間を作り、フリッシュ弾性値を計測したのがMulligan［1998］である。

分析の結果、非就業者を含めた 1 人当たり労働時間を左辺に取った場合には、

労働者 1 人当たり労働時間で測った場合に比べて、フリッシュ弾性値が大きく

なることが示された12。 

                                                 
12 Mulligan［1998］の分析でもう 1つ特徴的なのは、多くの先行研究が 25～50歳前後の壮年
層を分析対象としているのに対し、60 歳代のサンプルも分析対象に含めた推計も行ってい
ることである。同論文では、こうした引退層を含めた場合には、フリッシュ弾性値がさら
に大きくなることを報告している。このほか、50 歳以上のサンプルを対象とした分析には
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一方、女性について、壮年層の既婚女性を対象とした Heckman and MaCurdy

［1982］では 1.61と壮年層の既婚男性に比べて大きなフリッシュ弾性値が推計

されている。ただし、異なるデータを利用した Smith and Ward［1985］では、子

どもの数などのコントロール変数によってフリッシュ弾性値は若干小さくなる

ことが報告されている。また、Blau and Kahn［2005］は、既婚女性のフリッシュ

弾性値が年々低下傾向にあり、2000年代には 1980年代の約半分程度まで低下し

たことを報告している。同論文はこの理由として、女性も男性と同様に生涯を

通じて就業を続ける割合が増え、「就業の選択」についてのフリッシュ弾性値が

年々小さくなっていることが影響している可能性を指摘している。 

上述の先行研究で示されたフリッシュ弾性値の推計結果を総合すると、労働

供給や賃金の定義、データ、コントロール変数13などの違いによって結果はまち

まちとなっている。もっとも、そうした中でも、①「就業の選択」についての

フリッシュ弾性値は「労働時間の選択」についてのフリッシュ弾性値よりも大

きく、また、②男性よりも女性のフリッシュ弾性値の方が大きいといった共通

の傾向が観察される。また、フリッシュ弾性値の時系列的な変化を分析したも

のは少ないものの、Blau and Kahn［2005］によれば、米国の女性については、

労働市場の参入・退出率の低下に伴ってフリッシュ弾性値が低下しているとい

う意味で、男性と女性のフリッシュ弾性値が接近しつつある可能性が示唆され

た14。 

                                                                                                                                               
Kimball and Shapiro［2003］もある。キンボールらは、フリッシュ弾性値を 1程度と報告し
ている。 
13 労働供給弾性値の推計においては、労働供給を規定する賃金以外の外生変数をいかにコン
トロールするか、それらの変数が時代を通じてどのように変化しているかを考察すること
も重要である。特に、世帯単位で就業の意思決定が行われていると考えられる既婚女性の
労働供給については、コントロール変数次第で結果が大きく左右しうると考えられる。こ
の点については、子どもの数と労働供給の内生性の問題を考えた Rosenzweig and Wolpin
［1980］、育児コストと留保賃金の関係を分析した Blau and Robins［1988］、夫の一時的所得
変動が妻の労働供給にもたらす影響について考察した Lundberg［1985］やMaloney［1987］、
婚姻率の低下・離婚率の上昇が女性の労働供給を増加させた可能性を指摘した Johnson and 
Skinner［1986］、遺産相続を含む保証所得のコントロールが重要であることを示した
Holtz-Eazin, Joulfaian and Rosen［1993］や Joulfaian and Wilhelm［1994］などを参照されたい。 
14 なお、1990 年代後半以降の欧米の研究では、タクシー運転手や野球場の売子など、特定
の職業従事者を対象にした日単位の異時点間の労働供給行動に関する分析も行われた。こ
うした研究が進められた背景としては、①多くの先行研究で利用されている年単位のデー
タを用いた分析では、一時的な賃金変化と恒常的な賃金変化の識別が明確に行われないた
めに所得効果が混在し、フリッシュ弾性値が過少推計される可能性があることや、②労働
時間を自由に変化させることが困難なフルタイム労働者は、そもそもライフサイクル・モ
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なお、わが国の先行研究は、横断面データを用いた静学分析が主流であり、

労働供給弾性値の計測も静学モデルによる非補償弾性値に限られ、異時点間の

代替を考慮したフリッシュ弾性値の計測は筆者達が知る限りほとんど行われて

いない15。 
 
 

4. わが国の労働供給弾性値：都道府県・年齢層・性・年別データを用いた推計 
 

本節では、都道府県・年齢層・性・年別に集計されたデータを用いて、マク

ロ的な観点から、わが国労働市場の労働供給弾性値を推計する。推計には、都

道府県・年齢層・性・年別に集計されたデータを用いる。集計データの利用に

は、推計結果に集計バイアスが含まれうるというデメリットがあるものの、「労

働時間の選択」と「就業の選択」を合わせた労働供給弾性値を同時に推計でき

るというメリットがある。 

以下では、都道府県・年齢層・性・年別データを用いた労働供給弾性値の推

計方法やデータについて説明し、推計結果を報告する。 
 
(1) 推計モデルの特定化 

 
イ．フリッシュ弾性値 
 

2節で説明したように、労働供給弾性値の中で動学的な要素を含んでいるのが

フリッシュ弾性値であり、それは (7) 式にいくつかのコントロール変数 mtを加

えた (14) 式の推計を通じて、賃金 wtのパラメータとして得られる。 

 

                                                                                                                                               
デルの分析対象とならないといった批判があることなどが挙げられる。もっとも、この分
野の研究は発展途上にあり、得られた結果は推計方法や分析手法によってまちまちとなっ
ている。詳細は、Camerer et al.［1997］、Oettinger［1999］、Goette et al.［2004］、Farber［2005］
などを参照されたい。 
15 例外は、わが国の時系列データを利用してライフサイクル・モデルと暗黙の契約理論モデ
ルの妥当性を検証した Osano and Inoue［1991］である。同論文の分析結果からフリッシュ
弾性値を試算すると、0.06～0.13程度となる。ただし小佐野らの分析は、被説明変数に『毎
月勤労統計調査』（厚生労働省）の製造業常用労働者の総労働時間を用いているため、試算
したフリッシュ弾性値は「労働時間の選択」に限ったものである。 
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 ),,,,( tttttt mxwphh λ=  (14) 

 

しかし、(14) 式は、観察できない変数である資産の限界効用λtを含むため、

直接推計できない。そこで、フリッシュ弾性値を計測する１つの方法としては、

MaCurdy［1981］や Altonji［1986］で示されたとおり、(8) 式の差分をとったも

のを (14) 式の差分をとった式に代入することによって、λtを消去した推計モデ

ル（固定効果モデル）を導出する方法がある。 

ただし、この方法はロンジチューディナル・データの利用が前提となるため、

本稿ではMaCurdy［1981］や Blundell and MaCurdy［1999］で示されたもう 1つ

の方法を採用する。この方法は、資産の限界効用λtに関するオイラー方程式で

ある (8) 式を次の(8’)式に変形し、それを (14) 式に代入した (15) 式を横断面デー

タを用いて推計するものである。 

 
 

tttt v+−= −− 11 κλλ  

∑∑∑∑ ==== − ++=++≈+−= t

j t
t

j t
t

j t
t

j j vbtqvbtv
11011 10 ρλκλ (8’) 

 ),,,,,( ttttt mqtxwphh =  (15) 

 

ただし、vt はλtに関する予測誤差、qはλtの初期値λ0を決める変数ベクトル、

ρはその係数ベクトル、bは簡単化のために ))1(ln( rb +=≈ βκ と仮定したもので

ある。また、ここでは横断面データを用いるため、tは年齢を意味する。 

(8’) 式は、代表的個人が資産の限界効用に関する初期値λ0を年齢 0で設定し、

その後、年齢を重ねるとともに、新しい情報からλtをアップデートしていくこ

とを示している。ここで、初期値λ0は年齢によって変わらない固定効果 qで説

明されると仮定し、推計モデル (15) 式には、年齢 tとともに qが変数に加わって

いる。したがって、適切な変数 q をみつけることができれば、横断面データを

用いて (15) 式を推計することによって、フリッシュ弾性値を得ることができる。 

なお、(15) 式 の推計に当たっては、賃金の内生性を除去し、労働供給関数を

識別するために、操作変数 ztによる操作変数法を用いる。 

 

ロ．その他の弾性値 
 
フリッシュ弾性値以外のエムサプライ弾性値とマーシャリアン弾性値は、2節
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で導出した (9) 式と (12) 式にいくつかのコントロール変数 mtを加えた (16) 式と 

(17) 式の推計を通じて、それぞれ賃金 wtのパラメータとして得られる。 

 
 ),,,,( ttttt

c mcxwphh =  (16) 
 ),,,,( ttttt

e mexwphh =  (17) 

 

また、ヒクシアン弾性値は、(17) 式を推計し、(13) 式（ θη ),,,( tttt
e
e

e
wh exwphh −= ）

の変換を行うことで得られる。 

なお、(16) 式および (17) 式の推計においても、賃金の内生性を除去し、労働

供給関数を識別するために、操作変数 ztによる操作変数法を用いる。 

 
ハ．「労働時間の選択」と「就業の選択」の識別 
 

「労働時間の選択」と「就業の選択」の識別は、(15)～(17) 式を推計する際に、

被説明変数の労働時間 htに用いる変数を変えることで行う。具体的には、各推

計式について、マンアワーの総労働供給（投入）量を被説明変数に用いる場合

と、労働者 1人当たりの労働時間を用いる場合の 2通りを試みる。前者の場合、

推計される労働供給弾性値には、「労働時間の選択」と「就業の選択」の両方が

含まれ、後者の場合には、既に就業している人を対象とした労働時間を用いる

ため、「労働時間の選択」のみが含まれる。 

 

(2) データおよび変数 

 

本節では、主に『社会生活基本調査』（総務省）と『賃金構造基本統計調査』

（厚生労働省）の都道府県・年齢層・性・年別データを用いて (15)～(17) 式を推

計し、わが国労働市場における労働供給弾性値を把握する。その際に用いるデー

タと変数の定義は以下のとおりである。 

 

イ．労働時間：データセット A・Bの定義 
 

労働時間 htについては、労働者 1人当たり労働時間とそれに労働者数を掛け

たマンアワーの総労働供給（投入）量を用いる。ただし、利用データに応じて、
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労働時間 htを 2通りの方法で算出する。 

1つは、『社会生活基本調査』の 1991、96、2001年調査を労働時間に用いる方

法であり、その他の変数と合わせて、これをデータセット Aと呼ぶ。『社会生活

基本調査』は個人を対象に就業状態や 1日の生活時間の配分などについて 5年ご

とに調査しており、①都道府県・年齢層・性別のデータが利用できること、②

パートタイム労働者や小企業で雇用されている労働者を含め、多様な個々人の

データが含まれていることなどの分析上のメリットがある。ただし、同調査は、

①5年ごとの実施のため、1991、96、2001年の 3年分しか利用できないこと、②

年齢層は 15～64歳が 10歳ごとに区分したやや粗いものとなること、③賃金が支

払われた労働時間だけでなく、いわゆるサービス残業なども含まれうること、

④被雇用者だけでなく、自営業者もサンプルに含まれることなどの限界がある。 

もう 1つは、『賃金構造基本統計調査』の 1992～2001年調査を労働時間に用い

る方法であり、その他の変数と合わせて、これをデータセット Bと呼ぶ。『賃金

構造基本統計調査』は事業所を対象に、賃金や労働時間などについて毎年調査

しており、①都道府県・年齢層・性別のデータが利用できること、②調査が毎

年実施されているため、多くのサンプルが利用でき、年ごとの変化を観察でき

ること、③年齢層が 20～64歳を 5歳ごとに区分したものと細かいことなどの分

析上のメリットがある。ただし、同調査は、①雇用者数が 10名以上の事業所に

限定した事業所調査であるため、小企業で雇用される労働者のデータが含まれ

ていないほか、②パートタイム労働者の都道府県別データについては女性の年

齢計のものしか利用できないといった限界もある。そこで、パートタイム労働

者の労働時間については年齢計の値をすべての年齢層に適用するほか、パート

タイム労働者数については、『就業構造基本調査』（総務省）から算出した都道

府県・年齢層・性別のパートタイム労働者比率を用いて、都道府県・年齢層・

性別のパートタイム労働者数を推計する16。そして、推計に利用する労働者 1人

当たりの労働時間には、パートタイム労働者比率をウエイトとした加重平均労

働時間を用いる17。 

 

                                                 
16 『就業構造基本調査』およびその他の変数で利用する『国勢調査』（総務省）は、調査が
5年ごとしか実施されないため、調査が実施されない年については線形補間を行ったうえで
用いる。 
17 分析では、既存のフルタイム労働者に限定した弾性値も計測するが、その際にはデータ
セット Bで利用した『賃金構造基本統計調査』のフルタイム労働者データのみを用いる。 



 22

 

ロ．その他の変数（賃金、物価、消費、純支出など） 
 

賃金 wtは、賞与と所定外賃金を含めた年間給与を時給換算したフルタイム労

働者とパートタイム労働者の賃金（『賃金構造基本統計調査』より算出）を、パー

トタイム労働者比率（『就業構造基本調査』より算出）をウエイトとして加重平

均して用いる。 

物価 ptは、都道府県別の消費者物価指数・総合（『消費者物価指数』＜総務省

＞より算出）を用いる。また、消費 ctについては、都道府県別の勤労世帯消費

支出（『家計調査』＜総務省＞より算出）を用いる。また、純支出 etについては、

消費支出から賃金収入を引いたものを用いる。 

効用関数のシフト変数 xtについては、年齢（年齢層の中央値）、都道府県別の

平均世帯人員数（『国勢調査』＜総務省＞）、都道府県別の第 1次産業比率（『県

民経済計算』＜総務省＞から付加価値ベースの比率を算出）、年次ダミー18を用

いる。平均世帯人員数は、労働供給の決定が、家計単位で行われている可能性

を捉える意図で用いる19。 

さらに、資産の限界効用の初期値を決める変数 qについては、県別固定効果と

世代別固定効果を用いる。また、操作変数 ztには、勤続年数、勤続年数の二乗

項、地域別・年齢層別・性別の失業率（『労働力調査』＜総務省＞）、1人当たり

県民所得（『県民経済計算』）、物価、年次ダミーを用いる。 

コントロール変数 mtには都道府県別・性別の人口構成比と都道府県別・年齢

層・性別の年齢層構成比を含める。これらの変数は、マンアワーの総労働供給

量が人口や年齢構成によって異なりうることを調整するためである。人口構成

比と年齢構成比は、データセット A については『社会生活基本調査』から算出

し、データセット B については『賃金構造基本統計調査』と『就業構造基本調

                                                 
18 本稿では、1980 年代末から進んだ時短の影響も年次ダミーでコントロールすることを想
定している。なお、『就労条件総合調査』（厚生労働省）によれば、「何らかの週休 2日制適
用労働者」の割合は、1989～92年にかけて約 11%程度増加したものの、1993年以降はほぼ
横ばいとなっており、1990年代以降に焦点を置いた本稿の分析には大きな影響はない。 
19 家計単位での労働供給を考慮するには、本来であれば、他の家族の労働時間や賃金といっ
た変数を含める必要があるが、ここでは集計データを用いているため、世帯人員数で近似
する。また、わが国では所得税や社会保険などの諸制度によって、年間所得が 100万円前後
の人々の労働供給が歪められている可能性が指摘されているが、この点を集計データを用
いて考慮することは難しいため、ここでは分析の対象外とする。 
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査』（総務省）から算出する。 

このほか、コントロール変数 mtには、地域別の自営業者比率（『労働力調査』

より算出）と地域別・年齢層別・性別の失業率も含める。自営業者比率は、自

営業者の賃金を利用できないことを調整するため、また、失業率は非自発的失

業を調整する代理変数として用いる。 

 
(3) 労働供給弾性値の推計結果 

 
以上のデータを用いて、労働供給弾性値を推計する。推計に用いた各変数の

基本統計量は表 2にまとめてあり、推計結果は表 3～6、および、図 1～2に掲載

している。以下、イ． 労働供給弾性値の水準（表 3～6）と、ロ．1990年代にお

けるフリッシュ弾性値の変化（図 1～2）に注目しながら、推計結果について説

明する。 

 
イ．労働供給弾性値の水準 

 

データセット Aを用いた場合 

労働時間 htに『社会生活基本調査』のデータを用いたデータセット Aに基づ

く推計は、1991、96、2001年の 705サンプルをプールして行い、表 3～4にその

結果を掲載した。表 3は、労働時間 htをマンアワーの総労働供給量で定義し、

男女計および男女別に各推計式を測ったものであり、賃金にかかるパラメータ

からは「労働時間の選択」と「就業の選択」を合わせた労働供給弾性値が得ら

れる。表 4は、労働時間 htを労働者 1人当たりの労働時間で定義し、男女計お

よび男女別に各推計式を測ったものであり、賃金にかかるパラメータからは「労

働時間の選択」のみの労働供給弾性値が得られる。 

表 3 (1) は、各推計式を男女計のデータを用いて「就業の選択」と「労働時間

の選択」を合わせた労働供給弾性値を推計した結果である。推計された弾性値

をみてみると、フリッシュ弾性値は 0.67、エムサプライ弾性値は 0.63、マーシャ

リアン弾性値は 0.47、ヒクシアン弾性値は 0.48となっている20。フリッシュ弾性

値とエムサプライ弾性値の有意差検定をすると、統計的に有意な差はみられな

                                                 
20 掲載は省略するが、操作変数法を用いずに、観察された賃金を用いて推計を行うと、弾性
値はいずれも過大推計される傾向にある。 
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い。これは、(16) 式の推計結果で消費が統計的に有意でないことが影響している

と考えられる。さらに、ヒクシアン弾性値の推計値等も勘案すると、このデー

タセット A を用いた場合、フリッシュ弾性値の水準は、流動性制約が存在した

としても、0.5～0.7程度と判断できる。なお、マーシャリアン弾性値とヒクシア

ン弾性値は、フリッシュ弾性値やエムサプライ弾性値よりも小さく、ほぼ同じ

値である。両者の値に大きな違いがみられないのは、所得効果が小さいためと

解釈できる。 

その他の変数についてみてみると、消費者物価指数のパラメータがいずれも

有意にマイナスとなっており、効用関数は余暇と消費について分離不可能であ

ることが示唆される。また、失業率のパラメータは、統計的に有意にマイナス

となっており、非自発的失業の可能性を考慮する必要があったことが示唆され

る。人口構成比と年齢構成比のパラメータはともに有意であり、都道府県間の

人口構成の違いや高齢化などの影響を除いたうえで労働供給弾性値を推計する

必要を示している。ちなみに、失業率や年齢構成比を除いて各式を推計すると、

労働供給弾性値は大きくなる。つまり、失業や高齢化を考慮せずに、賃金とマ

ンアワーで測った総労働供給量の関係だけをみて労働供給弾性値を把握しよう

とすると、過大評価される傾向があるといえる21。失業率に関しては、2節 (2) で

解説した Ham［1986］と同様の傾向が本稿の結果でもみられたといえる。また、

高齢化については、わが国では年齢とともに賃金が高くなる傾向にあるため、

高齢化の進行によって、マンアワーで測った総労働供給量の増加が賃金の高い

部分で観察されるようになり、労働供給弾性値が過大に推計されたと考えられ

る。 

以上、表 3 (1) では、男女計のデータをもとにわが国労働者の平均的な労働供

給弾性値の推計値をみた。しかし、労働供給行動は男性と女性で大きく異なる

可能性があり、その場合には、推計された労働供給弾性値に集計バイアスが多

く含まれる。そこで、性別による労働供給行動の違いを確認するため、表 3 (2) に

は、男女別のデータを用いて (15) 式を推計した結果を掲載した22。これをみると、

                                                 
21 ここで示した他の変数に関する推計結果については、表 3～6の推計を通じて同様のこと
があてはまる（ただし、人口構成比と年齢構成比は表 4および表 6の「労働時間の選択」の
みの労働供給弾性値の推計式には含まれない）。 
22 (16)、(17) 式については、推計で必要になる消費や純支出のデータが男女計の家計単位で
しか得られなかったため、ここでは推計を省略している。このため、表 3 (2) からは、フリッ
シュ弾性値しか把握することができない（以下、表 4 (2)、5 (2)、6 (2)も同様）。 
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推計されたフリッシュ弾性値が性別によって大きく異なることがわかる。具体

的には、男性のフリッシュ弾性値は 0.20と小さい一方で、女性のフリッシュ弾

性値は 1.53 と大きく、女性の方が賃金変化に対して弾力的に労働供給を変化さ

せている。この結果は、Browning, Hansen, and Heckman［1999］が指摘するよう

に、男女を集計して労働供給弾性値を推計すると集計バイアス等の問題が生じ

うること、あるいは、代表的個人を仮定した標準的なマクロ・モデルでは労働

供給行動を正しく描写できないことを示唆している。 

表 4は、労働者 1人当たりの労働時間を被説明変数にすることで、「就業の選

択」を除いた「労働時間の選択」のみの労働供給弾性値を掲載した23。表 3と同

様に、表4 (1) は男女計の推計結果、表4 (2) は男女別の推計結果を掲載している。 

推計された労働供給弾性値を表 4 (1) でみると、フリッシュ弾性値は 0.19、エ

ムサプライ弾性値は 0.19、マーシャリアン弾性値は –0.01、ヒクシアン弾性値は 

0.01となっている。これらの結果から、「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾

性値の水準は 0.2未満であると考えられ、「労働時間の選択」と「就業の選択」

を合わせたものよりもかなり小さい。つまり、Heckman［1978, 1993］や Blundell 

and MaCurdy［1999］が米国について指摘したように、わが国においても労働供

給変化の多くは「就業の選択」を反映している。 

なお、男女別に推計した表 4 (2)をみてみると、男性では 0.24、女性では 0.10

となっている。「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値についても性別によ

る違いはあるものの、男女ともに小さい値となっている。 

 

データセット Bを用いた場合 

労働時間 htに『賃金構造基本統計調査』のデータを用いたデータセット Bに

基づく推計は、1992～2002年の 4,653サンプルをプールして行い、表 5～6にそ

の結果を掲載した。このうち、表 5は、労働時間 htをマンアワーの総労働供給

量で定義し、「労働時間の選択」と「就業の選択」を合わせた労働供給弾性値を

推計したもの、表 6は、労働時間 htを労働者 1人当たりの労働時間で定義し、「労

働時間の選択」のみの労働供給弾性値を推計したものである。 

                                                 
23 ここでは、都道府県・年齢層・性別の 1人当たり労働時間を被説明変数としているため、
誤差項の分散がグループ内の労働者数が増えると小さくなるといった不均一分散の問題が
生じる。このため、推計に当たっては、労働者数をウエイトとする加重最小 2乗法を採用し
ている（以下、表 6も同様）。 
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表 5 (1) は、各推計式を男女計のデータを用いて「就業の選択」と「労働時間

の選択」を合わせた労働供給弾性値を推計した結果である。フリッシュ弾性値

は 0.97、エムサプライ弾性値は 0.78、マーシャリアン弾性値は 0.63、ヒクシア

ン弾性値は 0.78となっている。エムサプライ弾性値がフリッシュ弾性値よりも

小さいのは、(16) 式の推計で消費にかかるパラメータが有意にプラスであるため、

(10) 式の右辺第 2項がプラスになっていることが影響していると考えられる24。

この場合、フリッシュ弾性値の下限はエムサプライ弾性値あるいはヒクシアン

弾性値で示されるため、流動性制約が存在したとしてもフリッシュ弾性値は 0.8

～1.0 程度の大きさと示唆され、データセット A を用いた場合とほぼ同程度と

なっている。 

一方、男女別にフリッシュ弾性値を推計した結果を表 5 (2) でみると、男性に

ついては 0.69、女性については 1.26となっており、データセット Aを用いた場

合と比べると特に男性の弾性値の水準は高いものの、やはり性別による大きな

違いがみられる。 

最後に、労働者 1人当たりの労働時間を被説明変数にして「労働時間の選択」

のみの労働供給弾性値を推計した表 6をみる。表 6 (1) をみると、男女計の「労

働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値は 0.10、エムサプライ弾性値は 0.11、

マーシャリアン弾性値は 0.11、ヒクシアン弾性値は 0.11となっている。また、

男女別に推計した表 6 (2) をみると、男性は 0.14、女性で 0.13と推計されている。

したがって、データセット Aを用いた推計値と同様、「労働時間の選択」のみの

フリッシュ弾性値については、0.1程度と小さい値になっており、既に就業して

いる人の労働時間は賃金にはあまり感応的でない。 

 

ロ．フリッシュ弾性値の変化 

 

以上、表 3～6の推計結果からは、推計期間を通じたフリッシュ弾性値の水準

を把握することができた。次に、推計期間である 1990年代にフリッシュ弾性値

が変化した可能性について検証する。具体的には、(15) 式に賃金と年次ダミーの

交差項を入れることにより、年によってフリッシュ弾性値が変化しうることを

                                                 
24 ただし、3節で述べたとおり、通常であれば、消費と余暇が代替関係にあり、両者とも正
常財と考えられるため、(10) 式の右辺第 2 項はマイナスとなり、エムサプライ弾性値はフ
リッシュ弾性値の上限を示す。このため、ここでの推計結果は幅をもって解釈する必要が
あろう。 
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考慮した推計を実施した。 

これらの推計結果をもとに、図 1と図 2では各年のフリッシュ弾性値の水準と

90%信頼区間をプロットした。図 1はデータセット A、図 2はデータセット Bを

用いた場合の結果であり、それぞれ「労働時間の選択」と「就業の選択」を合

わせたフリッシュ弾性値と「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値を載せ

ている。各図において、太線はフリッシュ弾性値の水準を示し、細線は 90%信

頼区間を示している。 

まず、データセット Aに基づく図 1 (1) をみると、「労働時間の選択」と「就

業の選択」を合わせたフリッシュ弾性値は男女計で 1991、96、2001年と低下傾

向にあることがわかる。男女別でみると、男性は低下傾向にあり、女性は 1996

年から 2001年にかけて上昇しているが、その統計的有意性は低い。一方、図 1 (2) 

で「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値の変化をみると、男性ではほぼ

横ばい、女性は 1996年から 2001年にかけて顕著に上昇している。また、「就業

の選択」と「労働時間の選択」を合わせたフリッシュ弾性値が男性で低下傾向、

女性で横ばいであることと、「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値が男性

で横ばい、女性で上昇傾向にあることを勘案すると、1990 年代における「就業

の選択」についてのフリッシュ弾性値は、男女ともに低下傾向にある可能性が

示唆される。 

次に、データセット Bに基づく図 2 (1) をみると、「労働時間の選択」と「就

業の選択」を合わせたフリッシュ弾性値は、男女計で 1997年以降、若干の上昇

傾向がみられる。しかし、男女別にみると、男女ともに期間を通じて弾性値の

変化はみられない25。一方、図 2 (2) で「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾

性値をみると、男女ともに 1997年以降に上昇している。男性については、1997

年以降緩やかな上昇傾向にあるほか、女性についても、例えば 2002年の水準は

1992 年と比べて統計的に有意に高くなっている。また、これらの結果からは、

データセット Bについても、「就業の選択」のみのフリッシュ弾性値は、男女と

もに低下傾向にある可能性も指摘できる。 

 

 
 

                                                 
25 女性については 1998年以降上昇しているが、推計値の 90%信頼区間が広いため、統計的
に有意な上昇とはみなせない。 
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ハ．フリッシュ弾性値の変化要因に関する考察 

 

上でみたように、データセット A、Bを用いた推計結果は、1990年代（特に

1997年以降）、「就業の選択」のみのフリッシュ弾性値が低下傾向にあり、「労働

時間の選択」のみのフリッシュ弾性値は上昇傾向にあることを示唆している。

そこで、以下では、こうしたフリッシュ弾性値の変化の要因について若干の考

察を行うこととしたい。 

まず、「就業の選択」のみのフリッシュ弾性値が 1997 年以降低下傾向にある

点については、少なくとも以下 2つの要因が考えられうる。第 1の要因は、景気

低迷期に就業を諦め非労働力化する（逆に景気回復期には再び労働市場に参入

し労働力化する）という、いわゆる「求職意欲喪失効果」が 1997年以後減退し

た可能性である。これは、賃金が変化した際の（労働市場への参入・退出に関

する）人々の反応度合いが低下したことを意味する。 

第 2 の要因として、景気低迷が長引く中、世帯主の所得の低下により、家計

補助のために非世帯主の労働市場への参入が増加するという「追加労働者効果」

により、ネットでみた労働者の退出が減少している可能性も挙げられる26。ただ

し、第 2 の要因によって非世帯主の就業が増加している場合には、労働者個々

人（非世帯主本人）の賃金に対する反応度合いが変化しているとはいえないこ

とには留意すべきである。 

次に、「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値が 1997 年以降上昇傾向に

あることの要因を探るため、フルタイム労働者のみのフリッシュ弾性値の変化

に注目してみる。図 3は、データセット Bを用いた推計結果を示したものであ

る。これをみると、フルタイム労働者については、1992 年以降の「労働時間の

選択」のみのフリッシュ弾性値が男女計・男性ともに低下傾向にあるほか、女

性についても 1998年以降は低下していることがわかる27。このことは、1997年

                                                 
26 このほか、第 3の要因としては、1990年代のわが国で急速に進展した 60歳定年制の普及
に関するものが挙げられる。『雇用管理調査』（厚生労働省）によれば、60 歳定年制を導入
している企業割合は、1990年には 60.1%だったのに対し、2000年には 91.6%にまで上昇し、
さらに 60 歳以上の定年制を採用している企業も 8%程度存在している。この定年延長の進
展は、労働市場から退出する人の年齢を年々後ズレさせることを意味し、この影響により
集計データでみた「就業の選択」のみのフリッシュ弾性値が低下している可能性が考えら
れる。 
27 図 3をみてわかるように、フルタイム労働者の「労働時間の選択」のみの弾性値は、男女
計・男性・女性ともに、ほぼすべての年でマイナスとなっている。このように、理論的な
符号条件に反するフリッシュ弾性値が推計された原因としては、労働時間の選択に制約が
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以降に観察される「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値の上昇は、少な

くともフルタイム労働者のフリッシュ弾性値の上昇を反映したものではないこ

とを示唆する28。 

それでは、図 1 (2)、2 (2) で観察されたように、「労働時間の選択」のみのフリッ

シュ弾性値が 1990年代に上昇傾向にあることは、どう解釈すべきなのだろうか。

考えられる 1つの説明は、1990年代後半のパートタイム労働者比率の上昇であ

る。労働力率が変わらない状況においてパートタイム労働者比率が上昇する場

合、労働市場全体としては、就業者の中でフルタイム就業からパートタイム就

業へのシフトが生じるため、労働者 1 人当たりの労働時間が減少する。また、

パートタイム労働者比率が上昇すると、フルタイム賃金とパートタイム賃金の

格差を反映して、労働者 1 人当たりの平均賃金も低下する。したがって、本稿

の定義ではパートタイム労働者比率が上昇すると、労働力率が変わらない限り、

「労働時間の選択」のフリッシュ弾性値が上昇することになる。 

実際に、1990年代以降の女性のパートタイム労働者比率、労働力率を図 4で

みると、1990 年代後半、労働力率がほぼ一定に推移するもとで、パートタイム

労働者比率が上昇している。よって、上述の分析で得られた「労働時間の選択」

のみのフリッシュ弾性値上昇の背景には、その間のパートタイム労働者比率の

上昇があったことが推察される。 

なお、労働供給弾性値は、賃金の変化に対して労働供給がどの程度変化する

かを表す効用関数の構造パラメータの 1つであり、その変化は余暇（労働時間）

と消費に対する嗜好の変化を反映している。仮に、パートタイム労働者比率の

上昇が、低賃金・短時間労働を選択するという人々の嗜好の変化ではなく、そ

の他の要因によってもたらされているとすれば、フルタイム・パートタイム労

働者の合算ベースで測った「労働時間の選択」の弾性値の上昇は、フルタイム

労働者とパートタイム労働者の集計バイアスによってもたらされた、いわば「見

せかけ」のものとみなせる29。 

                                                                                                                                               
あるフルタイム労働者には、ライフサイクル・モデル自体が当てはまらない可能性が挙げ
られる。この点については、2 節 (2)でも触れたように、労働時間制約モデルに基づく推計
を行うなど、今後の課題として検討していく必要がある。 
28 なお、本来であればパートタイム労働者の「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値の
変化の有無も検証すべきであるが、4 節 (1)で説明したとおり、本稿で用いたデータセット
はパートタイム労働者に関しては年齢計のものしかないため、推計を行うことができな
かった。この点については、今後の検討課題である。 
29 なお、定年制延長の影響は、「労働時間の選択」の弾性値にも影響を与えうる。55歳ある
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本稿で用いた集計データでは、これらの点を詳細に把握することはできない

ため、ここでの議論はあくまでも推測の域にとどまる。こうした要因の解明に

は、マイクロ･データを用いた分析が必要であり、この点は今後の課題である。 

 

 
5. おわりに 
 

本稿では、労働供給弾性値の概念整理を行うとともに、1990 年代以降のわが

国の都道府県・年齢層・性別集計データを利用することにより、異時点間の労

働供給弾性値の 1つであるフリッシュ弾性値を推計した。 

推計結果は、以下のとおりである。まず、賃金が限界的に変化したときに人々

の労働市場への参入・退出行動がどの程度変化するかを表す「就業の選択」と、

労働者 1 人当たりの労働時間がどの程度変化するかを表す「労働時間の選択」

の両方を合わせたフリッシュ弾性値は、男女計で 0.7～1.0 程度であった。もっ

とも、フリッシュ弾性値の大きさは性別によって大きく異なり、男性は 0.2～0.7

程度、女性では 1.3～1.5 程度であることを示した。さらに、同様のデータセッ

トを用いて、「労働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値を推計したところ、男

女計・男性・女性ともに 0.1～0.2 程度と極めて低い結果が得られた。これらの

結果は、労働供給変化の多くは労働市場への参入・退出変化を反映したもので

あるとする Heckman［1993］の指摘と整合的である。 

さらに、本稿では、1990 年代以降のわが国においてフリッシュ弾性値が変化

しているかを確認した。分析の結果、集計データから見る限り、1990 年代後半

以降、わが国では「就業の選択」と「労働時間の選択」を合わせたフリッシュ

弾性値は、横ばいもしくは低下傾向にあることが示唆されたこと、さらに「労

働時間の選択」のみのフリッシュ弾性値は横ばいもしくは若干ながら上昇傾向

にあること、「就業の選択」のフリッシュ弾性値は低下している可能性があるこ

とが明らかになった。 

ただし、本稿で用いた集計データでは、「労働時間の選択」の弾性値の上昇は、

                                                                                                                                               
いは 60歳以降は、就業形態がフルタイム労働者から嘱託等に変更となるケースが多く、こ
うした場合、賃金の低下と労働時間の短縮が一般的である。したがって、定年延長により
嘱託という就業形態が 1990年代を通じて増えたとした場合は、平均賃金の低下と平均労働
時間の低下が同時に起こることにより、集計データでみた場合の「労働時間の選択」のフ
リッシュ弾性値は上昇すると思われる。 
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フルタイム労働者とパートタイム労働者の集計バイアスによってもたらされた

可能性がある等の問題がある。こうした点を検証するためには、マイクロ･デー

タを用いた分析が必要であり、この点は今後の課題である。 

 

 
以 上 
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図 1 フリッシュ弾性値の変化：データセット A 
 
(1) 「労働時間の選択」と「就業の選択」の合計 
 
① 男女計 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

1991 96 2001
（年）

（弾性値）
推計値（男女計）

90％信頼区間

 
② 男性 

-0.5

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0.0

0.1

0.2

0.3

1991 96 2001
（年）

（弾性値）
推計値（男性）

90％信頼区間

 
③ 女性 

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1991 96 2001 （年）

（弾性値） 推計値（女性）
90％信頼区間

 



 37

図 1 フリッシュ弾性値の変化：データセット A（続き） 
 
(2) 「労働時間の選択」 
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図 2 フリッシュ弾性値の変化：データセット B 
 
(1) 「労働時間の選択」と「就業の選択」の合計 
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図 2 フリッシュ弾性値の変化：データセット B（続き） 
 
(2) 「労働時間の選択」 
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図 3 フルタイム労働者の「労働時間の選択」のフリッシュ弾性値の変化： 
データセット Bを用いた場合 
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図 4 1990年代以降の女性のパートタイム労働者比率と労働力率 
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資料：『労働力調査（詳細結果）』（総務省）、『労働力調査特別調査』（総務省） 
備考：「パートタイム労働者」には、嘱託・派遣労働者等の非正規労働者を含む。 
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表 1 フリッシュ弾性値に関する欧米の先行研究の概要 
 
(1) 集計データを用いたもの 
  

論文名 対象 労働供給（左辺） 賃金（右辺） 期間 フリッシュ弾性値 備考

Lucas and
Rapping [1969] 男女計

マンアワー（性・年齢構成
比、人口数を固定）

時間当たり年収
（1人当たり年収/
１人当たり年間労
働時間）

1935～60年 1.40
消費と余暇に関して、時
点内・間の両方に分離
可能性を仮定

Altonji [1982] 男女計
マンアワー（性・年齢構成
比、人口数を固定）

時間当たり年収
（1人当たり年収/
１人当たり年間労
働時間）

1935～76年 弾性値はマイナス（統計
的に有意ではない）

関数型はLucas and
Rapping [1969]とほぼ同
じだが、期待賃金に合
理的期待を仮定。この
ほか、消費を使ったエム
サプライ弾性値も推計。

Mankiw,
Rotemberg, and
Summers [1985]

男女計 1人当り週間労働時間 税引き後年収（非
農林雇用者）

第二次世界大
戦以降～

弾性値はマイナス（統計
的に有意ではない）

消費と余暇に関して、時
点内の分離可能性と分
離不可能性の両方の
ケースを仮定

Algoskoufis
[1987] 男女計

①非農林労働者数／人
口（性・年齢構成比固
定）、②1-失業率、③1人
当り労働時間

(ｱ)年収、(ｲ)週
給、(ｳ)時給（全
て1人当たり）

1948～79年

①0.44～1.91、②0.36
～0.91、③0.12～0.68
（ただし、③は統計的に
有意ではない。）

関数型はLucas and
Rapping [1969]とほぼ同
じ。
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表 1 フリッシュ弾性値に関する欧米の先行研究の概要（つづき） 
 
(2) マイクロ・データを用いたもの 

論文名 対象 労働供給（左辺） 賃金（右辺） 期間 ﾃﾞｰﾀ フリッシュ弾性値 備考

MaCurdy [1981] 壮年既婚男性 年間労働時間 時間当たり年収 1967～77年 PSID 0.10～0.45
固定効果でλを除去。操作
変数に両親の教育水準や
社会的地位、個人の教育年
数、年齢、年ダミーなど。

Browning,
Deaton, and Irish
[1985]

壮年男性 週間労働時間 週給 1970～77年 BFES 0.40 世代別の平均をとってパネ
ル・データを作成。

Altonji [1986] 壮年既婚男性 年間労働時間
①時間当たり年
収、②時給

1968～81年 PSID 0.00～0.50

①固定効果でλを除去する
タイプと、②消費を用いたエ
ムサプライ弾性値の2タイプ
を推計。

Ham [1986] 壮年既婚男性 年間労働時間 時間当たり年収 197１～79年 PSID -0.18～0.17 失業も潜在的な労働供給と
して、モデルの中に考慮。

Hotz, Kydland,
and Sedlacek
[1988]

壮年既婚男性 - - 1967～78年 PSID -

先行研究で仮定されている
時点間の分離可能性は、消
費や労働供給の弾性値を
過小推定する可能性がある
ことを示唆。

Angrist [1990] 壮年男性 年間労働時間 時間当たり年収 1969～79年 CPS -0.13～0.63
世代別平均値を利用。人々
の嗜好が年齢の経過により
変化していくことを考慮。

Angrist [1991] 壮年男性 年間労働時間 時間当たり年収
①1963～74年、
②1975～87年 PSID ①-0.04～0.25、

②0.58～0.94

世代別平均値を利用。人々
の嗜好が年齢の経過により
変化していくことを考慮。

Mulligan[1998]
男性
（①25～55歳、
②24～64歳）

年間労働時間
（（A）有業者のみ、
（B)労働時間が0の者
も含む）

時間当たり年収
（税・社会保険料
等も考慮）

1977年 CPS

①-(A)0.37～0.51、
①-(B)0.57～0.78、
②-(A)0.65～1.34、
②-(B)1.41～3.23

世代別平均値を利用。横断
面データで推計。

Blau and Kahn
[2005] 壮年既婚男性

年間労働時間（労働
時間が0の者も含む）

時間当たり年収

①1979～81年、
②1989～91年、
③1999～2001年

CPS ①0.01～0.07、②0.09
～0.14、③0.05～0.10

世代別平均値を利用。横断
面データで推計。

Heckman and
MaCurdy [1982] 壮年既婚女性 年間労働時間 時給 1968～75年 PSID 1.61

フリッシュ弾性値は、同論文
の余暇に対する賃金弾性
値の結果（-0.406）を元に
Browning et.al  [1999] が試
算したもの。

Smith and Ward
[1985] 壮年既婚女性

年間労働時間（労働
力率×労働した週の
数×1週間当たり平均
労働時間）

週給 1951～81年 CPS
①0.43（子供の数考慮
した場合）、②1.63（こ
どもの数未考慮の場
合）

世代別の平均をとってパネ
ル・データを作成。

Blau and Kahn
[2005] 壮年既婚女性

年間労働時間（労働
時間が0の者も含む）

時間当たり年収

①1979～81年、
②1989～91年、
③1999～2001年

CPS
①0.77～0.88、
②0.58～0.64、
③0.36～0.41

世代別平均値を利用。横断
面データで推計。

 

備考：  統計調査の略語は以下のとおり。 
・ PSID: Panel Study of Income Dynamics（米国） 
・ CPS  : Current Population Survey（米国） 
・ BFES: British Family Expenditure Survey（英国） 
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表 2 基本統計量：都道府県・年齢層・年別データを用いたケース 
 
(1) データセット A 

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

労働時間（1日当たり＜時間＞） 6.31 0.44 7.03 0.61 5.36 0.57

賃金（1時間当たり＜100円＞） 16.66 4.09 20.09 6.06 11.81 1.63

勤続年数（年） 9.68 4.39 11.60 5.97 7.03 2.47

失業率（%） 3.88 2.49 4.12 2.68 3.63 2.48

1人当たり県民所得（1,000円） 3550.64 700.68 3550.64 700.68 3550.64 700.68

消費者物価指数総合（1995年基準） 101.35 3.46 101.35 3.46 101.35 3.46

世帯人員数（人） 2.93 0.27 2.93 0.27 2.93 0.27

自営業者比率 0.20 0.04 0.20 0.04 0.20 0.04

第1次産業比率 0.03 0.02 0.03 0.02 0.03 0.02

消費（1世帯1月当たり＜円＞） 3413.95 276.63 3413.95 276.63 3413.95 276.63

サンプル数 705 705 705

男女計 男性 女性

 
 
(2) データセット B 
 

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

労働時間（1月当たり＜時間＞） 167.45 23.76 178.41 17.94 152.09 38.03

賃金（1時間当たり＜100円＞） 17.57 4.10 21.34 6.15 12.27 1.65

勤続年数（年） 10.22 4.23 12.30 5.96 7.40 2.23

失業率（%） 3.50 2.51 3.79 3.12 3.03 2.79

1人当たり県民所得（1,000円） 3588.17 681.48 3588.17 681.48 3588.17 681.48

消費者物価指数総合（1995年基準） 102.79 3.30 102.79 3.30 102.79 3.30

世帯人員数（人） 2.90 0.25 2.90 0.25 2.90 0.25

自営業者比率 0.19 0.03 0.19 0.03 0.19 0.03

第1次産業比率 0.03 0.02 0.03 0.02 0.03 0.02

消費（1世帯1月当たり＜円＞） 3482.29 297.86 3482.29 297.86 3482.29 297.86

サンプル数 4,653 4,653 4,653

男女計 男性 女性
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表 3 労働供給弾性値（「労働時間の選択」と「就業の選択」）の推計結果 
：データセット Aを用いたケース 

(1) 男女計 

パラメータ （t値） パラメータ （t値） パラメータ （t値）
賃金（対数値） 0.67 (12.12) 0.63 (6.24) 0.47 ( 3.38)

年齢（歳） -0.01 (-6.05) -0.01 (-4.94) 0.00 (-3.56)

消費者物価指数（対数値） -1.57 (-2.23) -5.96 (-9.71) -5.41 (-7.96)

失業率（%） -0.05 (-10.56) -0.06 (-6.07) -0.06 (-6.04)

世帯人員数（人） -0.13 (-0.47) -0.05 (-0.91) -0.05 (-0.89)

自営業者比率 0.44 (0.52) -2.12 (-4.42) -1.67 (-3.17)

第1次産業比率 2.24 (1.46) -1.61 (-2.11) -1.39 (-1.73)

地域別人口構成比 4.90 (21.68) 4.93 (10.52) 4.79 ( 8.99)

年齢層構成比 10.33 (0.80) 35.04 (33.35) 36.25 ( 29.00)

消費（対数値） -0.18 (-1.21)

純支出（対数値） -0.05 (-2.40)

定数項 12.80 (3.28) 33.56 (12.68) 30.17 ( 10.30)

その他コントロール変数

決定係数

労働供給弾性値

0.67 ( 12.12) 0.63 ( 6.24) 0.47 ( 3.38)

0.48 ( 3.60)

フリッシュ弾性値 エムサプライ弾性値

ヒクシアン弾性値

0.98 0.87 0.87

マーシャリアン弾性値

(14) 式 (15) 式 (16) 式

年、都道府県、

世代ダミー

年ダミー 年ダミー

 

(2) 男女別 

パ ラ メー タ （ t 値 ） パ ラ メー タ （ t 値 ）
賃 金 （対 数 値 ） 0 .2 0 (3 .6 8 ) 1 .5 3 (1 5 .4 8 )

年 齢 （歳 ） 0 .0 0 (0 .7 0 ) - 0 .0 1 (- 4 .3 3 )

消 費 者 物 価 指 数 （対 数 値 ） 1 .2 4 (1 .3 9 ) - 3 .9 1 (- 4 .3 9 )

失 業 率 （%） - 0 .0 9 (- 1 3 .1 3 ) - 0 .0 3 (- 6 .1 4 )

世 帯 人 員 数 （人 ） -0 .1 9 (- 0 .4 9 ) 0 .1 3 (0 .4 1 )

自 営 業 者 比 率 2.1 5 (1 .9 5 ) 0 .1 7 (0 .1 5 )

第 1次 産 業 比 率 4.6 0 (2 .2 7 ) 2 .5 3 (1 .3 7 )

地 域 別 人 口 構 成 比 3.9 9 (1 4 .0 6 ) 7 .7 2 (3 2 .6 4 )

年 齢 層 構 成 比 9.0 9 (0 .6 3 ) 1 6 .2 9 (1 .3 2 )

定 数 項 0 .5 3 (0 .1 1 ) 1 8 .9 4 (4 .1 0 )

そ の 他 コン トロー ル 変 数

決 定 係 数

労 働 供 給 弾 性 値

0.2 0 ( 3 .6 8 ) 1 .5 3 ( 1 5 .4 8 )

フ リッシ ュ弾 性 値 フ リッシ ュ弾 性 値

0.9 7 0 .9 7

年 、都 道 府 県 、

世 代 ダ ミー

年 、都 道 府 県 、

世 代 ダ ミー

男 性 女 性

 
備考：1) 説明変数はマンアワーの労働供給量を用いている。サンプル数は 705。括弧内は t値。 

2) 1991、96、2001年のデータをプールして、操作変数法にて推計（操作変数は勤続年数、勤続年

数の 2乗項、失業率、1人当たり県民所得、物価、年次ダミー）。 
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表 4 労働供給弾性値（「労働時間の選択」）の推計結果 
：データセット Aを用いたケース 

(1) 男女計 

パラメータ （t値） パラメータ （t値） パラメータ （t値）
賃金（対数値） 0.19 (8.29) 0.19 (11.78) -0.01 (-0.42)

年齢（歳） 0.00 (-4.43) 0.00 (-10.40) 0.00 (-4.66)

消費者物価指数（対数値） -0.81 (-1.99) -0.52 (-3.59) -0.05 (-0.31)

世帯人員数（人） -0.03 (-0.15) 0.00 (0.25) 0.05 ( 2.32)

自営業者比率 -0.16 (-0.30) 0.22 (1.86) 0.33 ( 1.71)

第1次産業比率 0.64 (0.85) 1.15 (5.90) 1.45 ( 4.59)

消費（対数値） -0.09 (-2.27)

純支出（対数値） -0.04 (-10.04)

定数項 5.19 (2.74) 4.49 (6.56) 2.14 ( 2.57)

その他コントロール変数

決定係数

労働供給弾性値

0.19 ( 8.29) 0.19 ( 11.78) -0.01 (-0.42)

0.01 ( 0.33)

(14) 式 (15) 式

世代ダミー
0.46 0.37

(16) 式

年、都道府県、 年ダミー 年ダミー

0.51

フリッシュ弾性値 エムサプライ弾性値 マーシャリアン弾性値

ヒクシアン弾性値

 

(2) 男女別 

パラメータ （t 値） パラメータ （t 値）
賃金（対数値） 0.24 (14.90) 0.10 (1.64)

年齢（歳） 0.00 (-5.19) 0.00 (-1.46)

消費者物価指数（対数値） -0.33 (-0.75) -1.06 (-1.90)

世帯人員数（人） 0.07 (0.40) 0.12 (0.59)

自営業者比率 -0.23 (-0.40) -0.28 (-0.47)

第1次産業比率 1.41 (1.52) 0.47 (0.45)

定数項 2.67 (1.32) 6.10 (2.31)

その他コントロール変数

決定係数

労働供給弾性値 フリッシュ弾性値

0.24 ( 14.90) 0.10 ( 1.64)

フリッシュ弾性値

年、都道府県、 年、都道府県、

世代ダミー 世代ダミー
0.55 0.64

男性 女性

 
備考：1) 被説明変数は労働者 1人当たり労働時間を用いている。サンプル数は 705。括弧内は t値。 

2) 1991、96、2001年のデータをプールして、操作変数法にて推計（操作変数は勤続年数、勤続年

数の 2乗項、失業率、1人当たり県民所得、物価、年次ダミー）。 
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表 5 労働供給弾性値（「労働時間の選択」と「就業の選択」）の推計結果 
：データセット Bを用いたケース 

(1) 男女計 

パラメータ （t値） パラメータ （t値） パラメータ （t値）
賃金（対数値） 0.97 (58.79) 0.78 (23.75) 0.63 ( 17.01)

年齢（歳） -0.03 (-72.65) -0.02 (-58.12) -0.02 (-47.09)

消費者物価指数（対数値） -1.96 (-7.22) -5.42 (-19.73) -4.46 (-16.24)

失業率（%） 0.00 (-3.11) -0.01 (-2.37) -0.01 (-1.88)

世帯人員数（人） -0.20 (-1.44) 0.05 (1.85) 0.10 ( 4.15)

自営業者比率 -0.98 (-2.46) -0.89 (-3.73) -1.24 (-5.20)

第1次産業比率 -0.34 (-0.45) -2.47 (-6.67) -2.39 (-6.36)

地域別人口構成比 11.77 (69.21) 12.93 (31.06) 12.80 ( 30.88)

年齢層構成比 41.85 (6.21) 37.29 (89.48) 36.17 ( 85.23)

消費（対数値） 0.28 (4.44)

純支出（対数値） -0.30 (-7.73)

定数項 14.08 (8.57) 28.61 (23.99) 29.09 ( 24.64)

その他コントロール変数

決定係数

労働供給弾性値

0.97 ( 58.79) 0.78 ( 23.75) 0.63 ( 17.01)

0.78 ( 23.99)

(14) 式 (15) 式 (16) 式

年、都道府県、

世代ダミー

年ダミー 年ダミー

0.98 0.87 0.87

マーシャリアン弾性値

ヒクシアン弾性値

フリッシュ弾性値 エムサプライ弾性値

 

(2) 男女別 

パ ラメー タ （t 値 ） パ ラメー タ （t 値 ）
賃金 （対数値 ） 0.69 (37 .56 ) 1 .26 (14 .09 )

年 齢 （歳 ） -0 .03 (-69 .62 ) -0 .02 (-27 .16 )

消 費者物価指数 （対数値 ） -1 .07 (-3 .76 ) -2 .55 (-4 .18 )

失 業率 （%） -0 .01 (-3 .50 ) -0 .02 (-9 .23 )

世 帯人員数 （人 ） -0 .33 (-2 .24 ) 0 .42 (1 .37 )

自 営業者比率 -1.34 (-3 .45 ) -0 .54 (-0 .61 )

第 1次産業比率 -1.63 (-2 .19 ) 1 .19 (0 .75 )

地 域別人口構成比 8.94 (52 .97 ) 19 .25 (52 .59 )

年 齢層構成比 53.03 (7 .42 ) 27 .41 (1 .93 )

定 数項 9.70 (5 .57 ) 14 .32 (4 .02 )

そ の他 コン トロール変数

決定係数

労働供給弾性値

0.69 ( 37 .56 ) 1 .26 ( 14 .09 )

男 性 女性

0.98 0 .91

年 、都道府県 、

世代ダ ミー

年 、都道府県 、

世代ダ ミー

フリッシュ弾性値 フリッシュ弾性値

 
備考：1) 被説明変数は労働者 1人当たり労働時間を用いている。サンプル数は 4,653。括弧内は t値。 

2) 1992～2002年のデータをプールして、操作変数法にて推計（操作変数は勤続年数、勤続年数の

2乗項、失業率、1人当たり県民所得、物価、年次ダミー）。 
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表 6 労働供給弾性値（「労働時間の選択」）の推計結果 
：データセット Bを用いたケース 

(1) 男女計 

パラメータ （t値） パラメータ （t値） パラメータ （t値）
賃金（対数値） 0.10 (20.12) 0.11 (23.81) 0.11 ( 24.14)

年齢（歳） 0.00 (-31.12) 0.00 (-41.94) 0.00 (-35.82)

消費者物価指数（対数値） -0.31 (-3.57) -0.43 (-12.09) -0.45 (-12.97)

世帯人員数（人） -0.03 (-0.58) 0.05 (13.29) 0.04 ( 11.49)

自営業者比率 0.31 (2.35) 0.18 (7.60) 0.19 ( 7.55)

第1次産業比率 0.42 (2.16) 0.74 (16.99) 0.74 ( 16.48)

消費（対数値） -0.02 (-1.89)

純支出（対数値） 0.00 ( 0.00)

定数項 6.43 (14.82) 6.91 (41.06) 6.86 ( 41.02)

その他コントロール変数

決定係数

労働供給弾性値

0.10 ( 20.12) 0.11 ( 23.81) 0.11 ( 24.14)

0.11 ( 20.20)

ヒクシアン弾性値

(16) 式

年、都道府県、 年ダミー 年ダミー

0.72

フリッシュ弾性値 エムサプライ弾性値 マーシャリアン弾性値

(14) 式 (15) 式

世代ダミー
0.77 0.72

 

(2) 男女別 

パラメータ （t 値 ） パラメータ （t 値 ）
賃金（対数値） 0.14 (33.78) 0.13 (7.25)

年齢（歳） 0.00 (-32.82) 0.00 (-17.50)

消費者物価指数（対数値） -0.37 (-3.92) -0.38 (-3.60)

世帯人員数（人） 0.00 (-0.03) -0.08 (-1.36)

自営業者比率 0.35 (2.46) 0.29 (2.05)

第 1次産業比率 0.55 (2.54) 0.09 (0.40)

定数項 6.59 (13.66) 6.74 (13.27)

その他コントロール変数

決定係数

労働供給弾性値

0.14 ( 33.78) 0.13 ( 7.25)

0.76 0.85

男性 女性

世代ダミー

フリッシュ弾性値フリッシュ弾性値

年、都道府県、 年、都道府県、

世代ダミー

 
備考：1) 被説明変数は労働者 1人当たり労働時間を用いている。サンプル数は 4,653。括弧内は t値。 

2) 1992～2002年のデータをプールして、操作変数法にて推計（操作変数は勤続年数、勤続年数の

2乗項、失業率、1人当たり県民所得、物価、年次ダミー）。 

 


